
第47期定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表
計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

（自　2019年１月１日　至　2019年12月31日）

株式会社ユニバーサルエンターテインメント

連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきましては、法令及び当
社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
https://www.universal-777.com）に掲載することにより株主の皆さまに提供しております。



連 結 注 記 表
〔連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記〕

１．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　　　　　　　　　12社
主要な連結子会社の名称　　　　　TIGER RESORT, LEISURE AND ENTERTAINMENT, INC.

Tiger Resort Asia Limited

⑵　主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称　　　　SHANGHAI KO DINING MANAGEMENT CO.,LTD.

ワイズテック株式会社
その他７社

連結の範囲から除いた理由　　　　非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損
益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、い
ずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲
から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した関連会社の数　　３社
　主要な会社等の名称　　　　　　EAGLE I LANDHOLDINGS, INC.
　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社ジーグ

日本アミューズメント放送株式会社

⑵　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
主要な会社等の名称

（非連結子会社）　　　　　　　SHANGHAI KO DINING MANAGEMENT CO.,LTD.
株式会社イクシーズラボ
その他７社

（関連会社）　　　　　　　　　株式会社ピットアース
持分法を適用していない理由　　　持分法を適用していない非連結子会社（SHANGHAI KO DINING

MANAGEMENT CO.,LTD.、株式会社イクシーズラボ他７社）及
び関連会社（株式会社ピットアース）は、当期純損益（持分に見合
う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対
象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全
体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しておりま
す。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち国内子会社（５社）の決算日は、すべて３月31日であります。連結計算書類の作成に当
たっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法
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②　デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ　　　　　　　　時価法

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品、製品、原材料　　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
仕　　掛　　品　　　　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
なお、コンテンツ等制作に関する仕掛品については個別原価法によ
り算定しております。

貯　　蔵　　品　　　　　　　　最終仕入原価法
⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法

①  有 形 固 定 資 産（リース資産を除く）
当社及び国内連結子会社　　　定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については定額法を採用しております。

主な耐用年数
建物及び構築物　　　　７年～50年

海外連結子会社　　　　　　　所在地国の会計基準の規定に基づく定額法を主として採用しており
ます。

②  無 形 固 定 資 産（リース資産を除く）
当社及び国内連結子会社　　　定額法

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

海外連結子会社　　　　　　　所在地国の会計基準の規定に基づく定額法を採用しております。
③ リ ー ス 資 産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引
開始日が2008年３月31日以前のリース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

⑶　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資
産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及
び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部
における為替換算調整勘定に含めております。

⑷　重要な引当金の計上基準
①　貸　倒　引　当　金　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞　与　引　当　金　　　　　　　　従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年
度負担額を計上しております。

⑸　退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって
おります。
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②　数理計算上の差異の費用処理　　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平
　　方法　　　　　　　　　　　　　均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額法により按分
　　　　　　　　　　　　　　　　　した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとし
　　　　　　　　　　　　　　　　　ております。

⑹　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式によっております。

〔未適用の会計基準等〕
　重要性が乏しいため記載を省略しております。

〔会計方針の変更に関する注記〕
（IFRS第16号「リース」の適用）
　当連結会計年度より、一部在外子会社においてIFRS第16号「リース」を適用しております。
　これにより借手は原則としてすべてのリースを貸借対照表に資産及び負債として計上しております。本会計
基準の適用にあたっては、その経過的な取り扱いに従い、当連結会計年度の期首において累積的影響額を認識
しております。
　この結果、当連結会計年度の期首の利益剰余金が 1,385百万円、リース資産が 33,467百万円、固定負債そ
の他が 33,416百万円それぞれ増加し、建設仮勘定が 7,674百万円、流動負債その他が 9,196百万円減少して
おります。
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〔表示方法の変更に関する注記〕
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当連結会計
年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表
示しております。

〔追加情報〕
（借入費用の取得価額算入）
　統合型リゾート(IR)事業に要した資金のうち、その建設資金を借入金及び社債（私募債）により調達してい
る長期プロジェクトで、かつ、その金額が重要なものについては、建設期間中に対応する借入費用を取得価額
に算入しております。

〔連結貸借対照表に関する注記〕
⒈　担保に供している資産

現金及び預金 216百万円
　　　　　なお、当該担保に係る債務はありません。

⒉　有形固定資産の減価償却累計額 53,767百万円

⒊　偶　発　債　務
　　　連結会社以外の会社に対して発行しているスタンドバイL/Cは次のとおりであります。

Philippine Amusement and Gaming Corporation 216百万円
（１億フィリピンペソ）

当社グループのTIGER RESORT, LEISURE AND ENTERTAINMENT, INC. はBDO UNIBANK, INC．に
依頼を行いPhilippine Amusement and Gaming Corporationに対してスタンドバイL/Cを発行して
おります。これは、当社グループが推進しているカジノリゾートプロジェクトの遂行にあたり規約に基
づいたものとなっております。なお、当該スタンドバイL/C発行に際してTIGER RESORT, LEISURE 
AND ENTERTAINMENT, INC. が提供した担保は現金及び預金216百万円(１億フィリピンペソ)で
あります。

⒋　連結会計年度末日満期手形及び電子記録債権
　連結会計年度末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、当連結会計年度の末日が金融機関の
休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当連結会計年度末日満期手形の金額
は、次のとおりであります。

受 取 手 形 461百万円
電 子 記 録 債 権 1,333百万円
支 払 手 形 1,259百万円
電 子 記 録 債 務 230百万円
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〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普　通　株　式 80,195,000株

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

決 議 株 式 の
種 類

配 当 金 の
総 額

（ 百 万 円 ）

１ 株
当 た り
配 当 額
（ 円 ）

基 準 日 効 力 発 生 日

2019年３月25日
定時株主総会 普通株式 3,950 50 2018年12月31日 2019年３月26日

2019年８月７日
取締役会 普通株式 3,916 50 2019年６月30日 2019年９月30日

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
該当事項はありません。

３．当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数
普　通　株　式 544,800株
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〔金融商品に関する注記〕
　１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、適切な事業計画に基づいて、主に銀行借入、社債発行、グループ金融によって必要な
資金を調達しております。一時的な余資は安全性・流動性を基本に元本保証型の大口預金等での運用を行
っております。デリバティブ取引に関しましてはリスクを回避するために利用しており、投機目的では行
わない方針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、製品の受注から販売に至る一連の営業活動過程で発生するもの
であり、顧客の信用リスクに晒されております。
　有価証券及び投資有価証券は、主に海外子会社において運用している投資信託、業務上の関係を有する
企業の株式であり、市場価格の変動リスク・為替リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であり、主に部材等の購
入や債務の決済過程で発生するものであります。
　借入金、社債、リース債務に関しましては主にカジノリゾート建設に係る支出にあてることを目的とし
たものであり、支払金利の変動リスク・為替リスクに晒されております。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
　当社ではリスクに応じて本部長会において適宜協議を行っておりますが、各リスクに対しましては更に
以下のように管理を行っております。
①信用リスク(取引先の契約不履行に係るリスク）の管理
　当社は受取手形、売掛金などの営業債権につきましては、債権管理課が与信管理規程に基づき取引先の
信用状況の調査及び情報収集を行っております。
②市場リスク(為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社は借入金及び社債に係る金利の変動リスクに対して、借入条件・社債発行条件において当社に不利
な条項が含まれないような形で借入を行っております。
　有価証券に関しましては元本割れの確率が極めて僅少な安全性の高い投資信託で運用することとし、投
資有価証券に関しましては定期的に時価や発行体(取引先企業）の財務状況等を把握するとともに、年度
ごとに取引先の財務諸表を精査し、保有状況を継続的に見直しております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、担当部署が決済担当者の承認を得て行っております。
③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　借入を行う際には資金の流動性、借入期間を考慮し、長短資金コストの動向を重点的に見極めながら借
入を行っております。また、借入を行った資金に関しましては担当部署が適時に資金繰り計画の作成・更
新を行い、管理をしております。
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　２．金融商品の時価等に関する事項
　2019年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額(*) 時価(*) 差額

(1)　現金及び預金 38,442 38,442 －
(2)　受取手形及び売掛金 11,361 11,361 －
(3)　有価証券及び投資有価証券
　　　 有価証券 2 2 －
　　　 その他有価証券 578 578 －

資産計 50,385 50,385 －
(1)　支払手形及び買掛金 (6,279) (6,279) －
(2)　短期借入金 (7,758) (7,758) －
(3)　未払金 (10,734) (10,734) －
(4)　社債 (66,745) (70,668) (3,923)
(5)　長期借入金 (9,749) (9,749) －
(6)　リース債務 (59,613) (55,376) 4,236

負債計 (160,881) (160,567) 313
(*1) 負債に計上されているものについては、(　)で示しております。
(*2) 短期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めております。
(*3) リース債務には、１年内返済予定のリース債務を含めております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

⑶　有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。投資信託は時価が帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額によっております。

負債
⑴　支払手形及び買掛金、⑵　短期借入金、及び⑶　未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

⑷　社債
当社の発行する社債の時価は、将来キャッシュ・フローを同様の社債を発行した場合に適用されると考

えられる利率で割り引いた現在価値を時価としております。

⑸　長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入等を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。

⑹　リース債務
リース債務の時価は、元利金の合計額を、同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。

（注２）非上場株式等（連結貸借対照表計上額 13,836百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・
フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「資産⑶有価証券及
び投資有価証券」には含めておりません。
　並びに、長期預け金（連結貸借対照表計上額 6,773百万円）、関係会社長期預け金（連結貸借対照表
計上額 26,583百万円）は、将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極め
て困難と認められるため、時価評価の対象には含めておりません。

〔１株当たり情報に関する注記〕
１株当たり純資産額 4,756円13銭
１株当たり当期純損失（△） △66円18銭
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〔重要な後発事象に関する注記〕
　連結子会社であるTIGER RESORT, LEISURE AND ENTERTAINMENT, INC.並びに持分法適用関連会社
EAGLE I LANDHOLDINGS, INC.は、2020年２月14日に保有する土地の一部をフィリピン企業に売却並び
にそれに伴う土地のリース権を解除する契約を締結しております。

１．取引の発生理由
　保有不動産の有効活用及び当社グループがフィリピンにて展開している統合型リゾート（IR）事業との相乗
効果を狙いとして、保有土地の一部をフィリピン企業に売却するものです。
２．譲渡する資産の種類、譲渡前の使途
　土地　　36,610平方メートル
　所在地　Brgy. Tambo/Don Galo, Paranaque City, Metro Manila
　譲渡前の使途は、TIGER RESORT, LEISURE AND ENTERTAINMENT, INC.にてリース
３．取引の実施時期
　物件引き渡し日としては、2020年６月30日を予定しております。
４．譲渡価格
　360,000フィリピン・ペソ/平方メートル
　2020年12月期において、147億円程度の営業外収益を計上予定
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個 別 注 記 表
〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

１．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法
②　その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法
⑵　デリバティブの評価基準及び評価方法

　　デリバティブ　　　　　　　　　時価法
⑶　たな卸資産の評価基準及び評価方法

①　製品、原材料、仕掛品　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）
なお、コンテンツ等制作に関する仕掛品については個別原価法によ
り算定しております。

②　貯　　蔵　　品　　　　　　　　最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法
⑴ 有 形 固 定 資 産（リース資産を除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については定額法を採用しております。
また、貸与資産については、契約期間を償却年数として、当該期間
で均等償却しております。

主な耐用年数
建物及び構築物　　　７年～50年
機械及び装置　　　　５年～17年
工具、器具及び備品　２年～20年

⑵ 無 形 固 定 資 産（リース資産を除く）
定額法
ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
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⑶ リ ー ス 資 産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引
開始日が2008年３月31日以前のリース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

  ３．重要な繰延資産の処理方法
　　　社債発行費
　　　　社債発行費は償還までの期間にわたり定額法によって償却しております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。

５．引当金の計上基準
⑴ 貸 倒 引 当 金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑵ 賞 与 引 当 金　　　　　　　　　従業員の賞与の支払に備えるため、将来の賞与支給見込額を計上し
ております。

　６．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理　　　　　　　　税抜方式によっております。

〔会計方針の変更に関する注記〕
　該当事項はありません。

〔表示方法の変更に関する注記〕
　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当事業年度
の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示し
ております。

〔追加情報〕
　該当事項はありません。
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〔貸借対照表に関する注記〕
１．表示単位未満の端数処理
　　百万円未満は切り捨てて表示しております。

２．担保に供している資産
　　関係会社株式
　　なお、当該担保に係る債務はありません。

３．取締役に対する金銭債権

４．有形固定資産の減価償却累計額

199,384百万円

791百万円

28,092百万円

５．期末日満期手形及び電子記録債権
　期末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、当事業年度の末日が金融機関の休日でしたが、
満期日に決済が行われたものとして処理しております。期末日満期手形の金額は次のとおりであります。

受 取 手 形 461百万円
電 子 記 録 債 権 1,333百万円
支 払 手 形 1,259百万円
電 子 記 録 債 務 230百万円

６．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く。）
短 期 金 銭 債 権 3,348百万円
長 期 金 銭 債 権 3,016百万円
短 期 金 銭 債 務 6,881百万円
長 期 金 銭 債 務 2,049百万円
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〔損益計算書に関する注記〕
１．表示単位未満の端数処理

　百万円未満は切り捨てて表示しております。

２．関係会社との取引高
営業取引による取引高

売　　上　　高 2,402百万円
仕　　入　　高 4,922百万円
販売費及び一般管理費 108百万円

　営業取引以外の取引高 186百万円

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕
１．表示単位未満の端数処理

　百万円未満は切り捨てて表示しております。

２．当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
普　通　株　式 2,029,172株

〔税効果会計に関する注記〕
　繰延税金負債の発生の主な原因は、固定資産評価益、長期債券為替差益等であります。

〔リースにより使用する固定資産に関する注記〕
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両及び器具備品の一部については所有権移転外ファイナンス・リ
ース契約により使用しております。
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〔関連当事者との取引に関する注記〕
１． 親会社及び法人主要株主等

（単位：百万円）

種 類 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合

関 連 当 事 者 と の
関 係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

親会社
Okada 
Holdings 
Limited

被所有
直接 69.6％ 当社株式の管理 配 当 の 留 保 2,000 そ の 他

固 定 負 債 2,000

　　取引条件及び取引条件の決定等
　　（注）当該取引については当社から親会社に対して通知を行っており、当社の企業集団の資産管理の観点
　　　　から、当該取引についての適正性、妥当性を判断しております。

２．子会社及び関連会社等
（単位：百万円）

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との
関 係 取引の内容 取 引 金 額

（注１） 科 目 期 末 残 高

子会社

TIGER 
RESORT, 
LEISURE AND 
ENTERTAINM
ENT, INC.

所有
 間接99.9％ 出資

カジノ機器関連
の 売 上 等
(注2)

   605 関 係 会 社
長 期 未 収 入 金      5,347

建設資金の送金    4,922 関 係 会 社
長 期 立 替 金 105,837

Tiger Resort 
Asia Limited

所有
 直接100.0% 出資 資 金 の 送 金 343 関 係 会 社

長 期 立 替 金 28,813

関連会社

EAGLE I
LANDHOLDIN
GS, INC.

所有
 間接40.0% 出資 資 金 の 受 取 5,593

関 係 会 社
長 期 預 け 金

関 係 会 社
長 期 預 り 金

12,912

5,477

(株)ジーグ 所有
 直接50.0% 出資

利 息 の 受 取 40 未 収 利 息 17

資 金 の 貸 付
(注3)

貸 付 金 の 回 収

2,045

2,800

長 期 貸 付 金 2,591
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取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
（注２）市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。
（注３）資金の貸付については、市場金利等を勘案し、両者協議の上決定しております。

３．役員及び個人主要株主等
（単位：百万円）

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との
関 係 取引の内容 取 引 金 額

（注１） 科 目 期 末 残 高

役 員 及

び そ の

近 親 者

が 議 決

権 の 過

半 数 を

所 有 し

て い る

会 社 等

岡田ホールディ
ングス合同会社
(注２)

なし 不動産賃借
保証金差入 － 差 入 保 証 金 141

家賃等の支払 － 立 替 金 12

 Aruze Gaming
 America Inc.
(注４）

なし 当社製品の販売 製品の販売 － 長 期 未 収 入 金 292

役 員 の
近 親 者 岡 田 和 生

（被所有）
 間接69.6％

 （注6）
家賃等の支払 家賃等の支払

(注３)
10

立 替 金

未 払 費 用

43

58

役 員 富士本　　　淳
（被所有）
 直接0.8％ 資金の貸付 資金の貸付

(注７)
－ 短 期 貸 付 金 527

役 員 德 田 　 一
（被所有）
 直接0.2％ 資金の貸付 資金の貸付

(注７)
－ 短 期 貸 付 金 131

役 員 麻 野 憲 志
（被所有）
 直接0.1％ 資金の貸付 資金の貸付

(注７)
－ 短 期 貸 付 金 131

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
（注２）当社の役員の近親者である岡田和生及びその近親者が議決権の99.9％を間接所有しております。
（注３）家賃の支払については、市場価格等を勘案し、両者協議の上決定しております。
（注４）当社の役員の近親者である岡田和生が議決権の100％を直接または間接所有しております。
（注５）家賃については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。
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（注６）当社の役員の近親者である岡田和生及びその近親者が議決権の100％を直接所有している当社親
会社の所有割合であります。

（注７）資金の貸付については、市場金利等を勘案し、両者協議の上決定しております。

〔１株当たり情報に関する注記〕
１株当たり純資産額 4,620円24銭
１株当たり当期純損失（△） △86円68銭
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